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第6章 地球温暖化対策地方公共団体実行計画(区域施策編) 
 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、本市全体からの温室効果ガス排出量の

削減目標や対策・施策などを示します。 

 

    

第 1 節 計画の位置づけ 
    

1 計画策定の目的及び位置づけ                      
ᮏィ⏬㸦ᮏ❶࡛ࠕࡣᆅ⌫ ᬮ໬ᑐ⟇ᆅ᪉බඹᅋయᐇ⾜ィ⏬㸦༊ᇦ᪋⟇⦅㸧ࠖࠋ࠺࠸ࢆ࡜ࡇࡢ㸧

୺యࡿࡺࡽ࠶ࡢᕷෆࠋࡍ࡛⏬ィࡃᇶ࡙࡟3ࡢ20᮲➨ࡢἲᚊࠖࡿࡍ㛵࡟᥎㐍ࡢ⟇ᆅ⌫ ᬮ໬ᑐࠕࠊࡣ

≉ࡢᆅᇦࠊ࡚ࡋ࡜ⓗ┠ࢆ࡜ࡇࡿࡍ᥎㐍ࢆ⤌ྲྀࡓࡅྥ࡟ᙧᡂࡢపⅣ⣲♫఍࡚ࡋ༠ാࡓࡲࠊࡋඛ⋠ࡀ

ᛶࢆ㋃ࡓ࠼ࡲ ᬮ໬ᑐ⟇ࢆ⥲ྜⓗࡘ࠿ィ⏬ⓗ࡟ᐇ᪋ࡵࡓࡿࡍ⟇ᐃࢆࡳ⤌ࡾྲྀࠊࡾ࠶࡛ࡢࡶࡿࡍ⾜

 ࠋࡍ࡛ࡢࡶࡿ࡞࡜ᣦ㔪ࡢ୺యඹ㏻ྛ࠺

 

2 計画の対象                                                 

(1)対象とする温室効果ガスの種類及び分野 
ᮏィ⏬࡛ᑐ㇟ࡿࡍ࡜ ᐊຠᯝ࢞ࠊࡣࢫி㒔㆟ᐃ᭩࡛๐ῶᑐ㇟ࢫ6࢞ࡿ࠸࡚ࡗ࡞࡜㸦CO2ࠊCH4ࠊN2Oࠊ

HFCsࠊPFCsࠊSF6㸧ࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡋ࡜ᑐ㇟ࡿࡍ࡜ศ㔝ࡣ௨ୗࠋࡍ࡛ࡾ࠾࡜ࡢ 

 

削減対象となる温室効果ガス（6 ガス） 

ガスの種類 主な排出源 GWP 値 

二酸化炭素（CO2） 

産業、運輸、民生部門などで、ガソリンや灯油、重油、LPG、都

市ガス、石炭などを燃焼する際に発生。全温室効果ガス排出量

の約 94％を占め、温暖化への影響が大きい。 

1 

メタン（CH4） 

廃棄物の埋立てや下水処理および焼却からの排出が約 5 割を占

め、稲作や家畜の腸内発酵など農業部門からの排出が約 4 割を

占める。 

21 

一酸化二窒素（N2O） 
農業部門からの排出が約 6 割を占め、廃棄物処理部門からの排

出が約 2 割を占める。 
310 

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ

（HFCs） 

カーエアコンや冷蔵庫の冷媒、断熱発泡剤、エアゾール製品の

噴射剤などに使用されている。 

140～ 

11,700 

ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ（PFCs） 
半導体等製造用や電子部品などの不活性液体などとして使用さ

れている。 

6,500～ 

9,200 

六ふっ化硫黄（SF6） 
変電設備に封入される電力絶縁ガスや半導体等製造用などとし

て使用されている。 
23,900 

注）GWP値：Global Warming Potentialsの略。「地球温暖化係数」と呼ばれ、二酸化炭素を基準にして、他の温室

効果ガスがどれだけ温暖化の効果を持つかを示しています。 
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対象とする分野と温室効果ガスの種類 

温室効果ガスの種類 
種類 部門 分野 

CO2 CH4 N2O ﾌﾛﾝ等 

産業 製造業、建設業、鉱業、農林水産業 ●    

運輸 自動車、鉄道、船舶（国内）、航空（国内） ●    

民生業務 業務（民間・公共） ●    

エ ネ ル

ギー消費

起源 CO2 

民生家庭 家庭 ●    

工業プロセス  ● ●  

燃料の燃焼  ● ●  

工 業 プ ロ

セス 

自動車の走行  ● ●  

廃棄物の燃焼 ● ● ●  

埋立処分場  ●   

排水処理  ● ●  

廃 棄 物 処

理 

廃棄物の燃料代替などとしての利用  ● ●  

水田  ●   

家畜の飼養  ●   

家畜の排せつ物の管理  ● ●  

農業廃棄物の焼却  ● ●  

農業 

耕地における肥料の使用   ●  

エ ネ ル

ギー消費

起源CO2以

外の温室

効果ガス 

代替フロン類 3 ガス（HFCs、PFCs、SF6）    ● 

 

(2)計画の期間と目標年度 
ᮏィ⏬ࡢᮇ㛫ࡣᖹᡂ24ᖺᗘ㸦2012ᖺᗘ㸧ࡽ࠿ᖹᡂ62ᖺᗘ㸦2050ᖺᗘ㸧ࠊࡋ࡜࡛ࡲィ⏬ࡢᇶ‽ᖺ

ᗘ࣭⌧≧ᖺᗘཬࡧ┠ᶆᖺᗘࡣ௨ୗ࡟࠺ࡼࡢタᐃࠋࡍࡲࡋ 

 

基準年度・目標年度の設定 

基準年度・現状年度 
京都議定書の基準年は平成2年（1990年）ですが、現状年度である平成20

年度（2008年度）を基準年度とします。 

短期目標年度 
第2次三島市環境基本計画の中間見直しに当たる平成28年度（2016年度）

とします。 

中期目標年度 

第2次三島市環境基本計画の計画目標年度に当たる平成33年度（2021年度）

としますが、国の中期目標である平成32年度（2020年度）の目標値を考慮

します。 

目標 

年度 

長期目標年度 国の長期目標と同じ平成62年度（2050年度）とします。 
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第 2 節 温室効果ガス排出量の現状 
 

1 温室効果ガス排出量の現状                         
ᮏᕷࡿࡅ࠾࡟ᖹᡂ 20 ᖺᗘࡢ ᐊຠᯝ࢞ࢫ᤼ฟ㔞648.2ࠊࡣ ༓ t-CO2࡛ࠊࡾ࠶ி㒔㆟ᐃ᭩ᇶ‽ᖺ

ᗘ*ࡢ᤼ฟ㔞 533.4 ༓ t-CO2࡜ẚ21.5ࠊ࡜ࡿ࡭㸣ቑຍ㸦඲ᅜࡣ 1.6㸣ࡢቑຍ㸧ࠋࡍࡲ࠸࡚ࡋ 

ࡀCO2ࠊ࡜ࡿࡳࢆ㢮ูᵓᡂ✀ࡢࢫᐊຠᯝ࢞ ࠊࡓࡲ 94.2㸣㸦඲ᅜ 94.7㸣㸧ࢆ༨ࠋࡍࡲ࠸࡚ࡵ 

ᇶ‽ᖺᗘࡢࡽ࠿᤼ฟ㔞ࡢ᥎⛣࡟ูࢫ࢞ࢆぢࠊ࡜ࡿCO2㸦25.1㸣ቑࠊ඲ᅜ6.1ࡣ㸣ቑ㸧ࡸHFCs㸦900.3㸣

ቑࠊ඲ᅜࡣ 24.5㸣ῶ㸧ࡀቑຍ୍ࡿ࠸࡚ࡋ᪉࡛ࠊCH4㸦45.3㸣ῶࠊ඲ᅜࡣ 36.2㸣ῶ㸧ࠊN2O 㸦33.6㸣ࡀ

ῶࠊ඲ᅜࡣ 31.2㸣ῶ㸧ࠊSF6㸦92.8㸣ῶࠊ඲ᅜࡣ 77.8㸣ῶ㸧ࡣῶᑡࠋࡍࡲ࠸࡚ࡋ 

 

温室効果ガス排出量の推移（単位：千 t-CO2） 

年度 

 
 

温室効果ガス 

京都議定書
基準年度 

H2 
(1990) 

H7 
(1995) 

H12 
(2000) 

H17 
(2005) 

H18 
(2006) 

H19 
(2007) 

H20 
(2008) 

2008 年度
の 京 都 議
定 書 基 準
年度比 

二酸化炭素 
(CO2)  

488.4 488.4 538.6 554.9 644.0 600.1 674.4 610.9 25.1％ 

メタン 
(CH4) 

13.9 13.9 11.7 9.2 7.6 7.6 7.6 7.6 -45.3％ 

一酸化二窒素 
(N2O) 

23.2 23.2 20.6 18.1 16.6 17.0 16.5 15.4 -33.6％ 

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
(HFCs) 

1.4 ― 1.4 3.7 8.4 9.8 12.1 13.8 900.3％ 

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
(PFCs) 

0.0 ― 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 ― 

六ふっ化硫黄 
(SF6) 

6.5 ― 6.5 1.7 0.5 0.4 0.4 0.5 -92.8％ 

合計 533.4 525.5  578.8  587.6  677.2  634.9  711.0  648.2  21.5％ 

注）端数処理の関係上、各温室効果ガスの和が合計値と合わない場合があります。 

 

525.5 
578.8 587.6 

677.2 
634.9 

711.0 
648.2 

0
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H2

(1990)

7
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(2000)
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(2005)

18

(2006)

19

(2007)

20年度

(2008)

（（（（千千千千t-CO2））））

二酸化炭素（CO2） メタン（CH4）

一酸化二窒素（N2O） ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ（HFCs）

ﾊﾟｰﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ（PFCs） 六ふっ化硫黄（SF6）

 

温室効果ガス排出量の推移 

 

* ி㒔㆟ᐃ᭩ᇶ‽ᖺᗘ㸸CO2ࠊCH4ࠊN2Oࡣ࡚࠸ࡘ࡟ᖹᡂ2ᖺᗘ㸦1990ᖺᗘ㸧ࠊHFCsࠊPFCsࠊSF6ࡣ࡚࠸ࡘ࡟ᖹᡂ7ᖺᗘ

㸦1995ᖺᗘ㸧ࠋ 
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2 部門別排出量                                                      

(1)部門別排出量の概要 
ᖹᡂ 20 ᖺᗘࡿࡅ࠾࡟᤼ฟ㔞ࡢ㒊㛛ูᵓᡂࡿࡳࢆ

ࡀᴗ㒊㛛⏘ࠊ࡜ 31.4㸣ࢆ༨ࠊࡾ࠾࡚ࡵḟ࡛࠸Ẹ⏕࣭

ᐙᗞ㒊㛛㸦24.3㸣㸧ࠊẸ⏕࣭ᴗົ㒊㛛㸦17.9㸣㸧ࠊ㐠

㍺㒊㛛㸦15.9㸣㸧ࡀከࠋࡍࡲ࠸࡚ࡗ࡞ࡃ 

 ி㒔㆟ᐃ᭩ᇶ‽ᖺᗘࡢࡽ࠿ቑῶ㔞࡛ࠊࡣẸ⏕࣭ᐙ

ᗞ㒊㛛㸦65.6 ༓ t-CO2ቑ㸧࡜Ẹ⏕࣭ᴗົ㒊㛛㸦40.2

༓t-CO2ቑ㸧ࡢቑຍࡀⴭࠊࡣࢀࡇࠋࡍࡲ࠸࡚ࡗ࡞ࡃࡋ

ୡᖏᩘࡢቑຍࡸ➨ 3 ḟ⏘ᴗࡢάືࡀάᛶ໬ࡇࡓࡋ

ࡢࡽ࠿Ẹ⏕㒊㛛ࠊࡾࡼ࡟࡜ CO2᤼ฟ㔞ࡀⴭࡃࡋቑຍ

ࡀᴗ㒊㛛⏘ࠊ᪉୍ࠋࡍࡲࢀࡉ ᥎࡜ࡢࡶࡓࡋ 11.0

༓ t-CO2ῶᑡࠊࡣࢀࡇࠊࡀࡍࡲ࠸࡚ࡋᕷෆࡢ〇㐀ᴗ

ప㏞(ᖹᡂࡢάື⏘⏕ࡿࡅ࠾࡟ 2㹼20 ᖺᗘ࡛〇㐀ฟ

Ⲵ㢠ࡣ 25.4㸣ῶᑡ)ࡀᙳ㡪ࡽ࠼⪄࡜ࡢࡶࡿ࠸࡚ࡋ

 ࠋࡍࡲࢀ

 

214.7 225.2 
214.0 

262.8 231.3 258.3 

203.7 

93.0 
98.2 

108.5 107.1 104.4 
106.1 103.2 

91.9 
109.9 

126.6 
146.1 138.0 

162.9 157.5 

75.9 84.0 87.0 101.1 98.4 

114.6 116.1 

2.9 3.2 3.3 3.0 2.8 2.9 2.6 
21.0 

30.1 26.6 
34.2 35.1 39.5 37.7 

26.1 
20.3 16.3 14.1 14.7 14.2 13.1 

0.0 

50.0 

100.0 

150.0 

200.0 

250.0 

300.0 

H2

(1990)

7
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17
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18
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19

(2007)

20年度

(2008)

（（（（千千千千t-CO2）））） 産業 運輸 民生・家庭 民生・業務

工業プロセス 廃棄物処理 農業 代替フロン類

 
部門別温室効果ガス排出量の推移 

 

部門別温室効果ガス排出量（千 t-CO2） 

年度 

 

部門 

H2 
(1990) 

H7 
(1995) 

H12 
(2000) 

H17 
(2005) 

H18 
(2006) 

H19 
(2007) 

H20 
(2008) 

京都議定

書基準 

年度比 

産業 214.7 225.2 214.0 262.8 231.3 258.3 203.7 94.9％ 

運輸 93.0 98.2 108.5 107.1 104.4 106.1 103.2 111.0％ 

民生・家庭 91.9 109.9 126.6 146.1 138.0 162.9 157.5 171.4％ 

エネル

ギー起

源 CO2 
民生・業務 75.9 84.0 87.0 101.1 98.4 114.6 116.1 153.0％ 

工業プロセス 2.9 3.2 3.3 3.0 2.8 2.9 2.6 89.7％ 

廃棄物処理 21.0 30.1 26.6 34.2 35.1 39.5 37.7 179.5％ 

農業 26.1 20.3 16.3 14.1 14.7 14.2 13.1 50.2％ 

エネル

ギー起

源 CO2

以外 代替フロン類 ― 7.9 5.4 8.9 10.3 12.6 14.3 181.0％ 

合計 525.5 578.8 587.6 677.2 634.9 711.0 648.2 123.3％ 

注 1）京都議定書基準年度：CO2、CH4、N2O については平成 2年度（1990 年度）、HFCs、PFCs、SF6については平成 7

年度（1995 年度）。 

注 2）端数処理の関係上、各温室効果ガスの和が合計値と合わない場合があります。 

部門別排出量の内訳 

（平成 20年度） 

産業

31.4%

運輸

15.9%

民生・家庭

24.3%

民生・業務

17.9%

工業プロ

セス
0.4%

廃棄物処

理
5.8%

農業

2.0%
代替フロ

ン類
2.2%
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(2)排出起源別排出量 
ᮏᕷࡽ࠿᤼ฟࡿࢀࡉ ᐊຠᯝ࢞ࡢࢫ 94.2㸣ࢆ༨ࡿࡵ஧㓟໬Ⅳ⣲ྛࠊ࡚࠸ࡘ࡟㒊㛛ࡀ᤼ฟ࢚ࡿࡍ

※㉳࣮ࢠࣝࢿ CO2ࡢ᤼ฟ≧ἣࢀࡒࢀࡑࠊࢆ᤼ฟ㉳※ูࠋࡍࡲࡵ࡜ࡲ࡟ 

 

①①①①産業部門産業部門産業部門産業部門    

ᖹᡂ 20 ᖺᗘࡢෆヂࠊࡣ඲యࡢ⣙ 9

๭ࢆ〇㐀ᴗࡀ༨ࡢࡑࠋࡍࡲ࠸࡚ࡵ୰࡛

〇ࢡࢵࢳࢫࣛࣉࠊ〇ရ〇㐀ᴗ࣒ࢦࠊࡶ

ရ〇㐀ᴗࠊ㔠ᒓ〇ရ〇㐀ᴗࡴྵࢆ࡝࡞

ࠊ୰ᑠ〇㐀ᴗ (53.9㸣)ࡧ௚ᴗ✀ཬࡢࡑ

㣗ᩱရ(12.2㸣)ࠊ㕲㗰(7.0㸣)ࡢ 3 ᴗ

✀࡛ 73㸣ࢆ༨ࠋࡍࡲ࠸࡚ࡵ 

 

 

②②②②運輸部運輸部運輸部運輸部門門門門    

ᖹᡂ 20 ᖺᗘࡢෆヂࠊࡣ඲యࡢ⣙ 9

๭ࢆ⮬ື㌴ࡀ༨ࠊࡾ࠾࡚ࡵ⮬ᐙ⏝஌⏝

㌴(㍍஌⏝㌴ࡴྵࢆ)ࡀ 59.7㸣ࠊ㈌≀㌴

ࡀ 29.7㸣ࡀࢫࣂࠊ 2.5㸣࡚ࡗ࡞࡜࡝࡞

ࡢࡽ࠿㐠㍺㒊㛛ࠋࡍࡲ࠸ CO2᤼ฟ㔞ࡀ

ቑຍࡿ࠸࡚ࡋ⫼ᬒࠊࡣ࡟⮬ື㌴ಖ᭷ྎ

ࡽ࠼⪄࡜ࡿ࠶ࡀ(19.6㸣ቑ)ࡧఙࡢᩘ

 ࠋࡍࡲࢀ

 

    

③③③③民生民生民生民生・・・・家庭家庭家庭家庭部門部門部門部門    

ᖹᡂ 20 ᖺᗘࡢෆヂࠊࡣ㟁ຊࡀ 66.6㸣࡛඲యࡢ 3ศࡢ 2 㸩㒔ࢫ࢞ࣥࣃࣟࣉ)ࢫ࡛࢞࠸ḟࠊࡵ༨ࢆ

ᕷ࢞ࢫ㸸25.9㸣)ࠊⅉἜ㸦7.5㸣㸧ࠋࡍࡲ࠸࡚ࡗ࡞࡜ 

ᖹᡂ 2㹼20 ᖺᗘ࡟Ẹ⏕࣭ᐙᗞ㒊㛛ࡢࡽ࠿ CO2 ᤼ฟ㔞ࡀ኱ᖜ࡟ቑຍࡿ࠸࡚ࡋ⫼ᬒࠊࡣ࡟㟁ຊᾘ㈝

㔞ࡢቑຍࠊࡣࢀࡇࠋࡍࡲࡾ࠶ࡀᐙᗞ࡛

ᖹᡂࡀ㟁ຊᾘ㈝㔞ࡢ 2 ᖺᗘ࡜ẚ࡚࡭

69.8㸣ቑຍࠊ࠿࡯ࡓࡋ㟁ຊࡢ CO2᤼ฟ

ಀᩘࡀ 11.0㸣ቑຍࡲࡾࡼ࡟࡜ࡇࡓࡋ

ࡣୡᖏᩘࡢᮏᕷࠋࡍ 30.8㸣ቑຍ(ேཱྀ

ࡣ 7.6㸣ቑ)ࠊࡽ࠿࡜ࡇࡿ࠸࡚ࡋᐙᗞ

ᾘ㈝ᶵჾᡤ᭷ྎ࣮ࢠࣝࢿ࢚ࡿࡅ࠾࡟

ࡀ࡞ࡘ࡟ቑ኱ࡢCO2᤼ฟ㔞ࡀቑ኱ࡢᩘ

 ࠋࡍࡲࢀࡽ࠼⪄࡜ࡿ࠸࡚ࡗ

୍᪉ࠊⅉἜᾘ㈝㉳※ࡢ CO2᤼ฟ㔞ࡣ

7.6㸣ῶᑡࠊࡣࢀࡇࠊࡀࡍࡲ࠸࡚ࡋᬮ

ᡣࡀ࣮ࢠࣝࢿ࢚ࡿࢀࡽ࠸⏝࡟ⅉἜ࠿

ࡀ࡜ࡇࡿ࠸࡚ࡋ㌿᥮࡟ࠎᚎ࡟㟁ຊࡽ

 ࠋࡍࡲࢀࡽ࠼⪄

 

産業部門における CO2排出量の推移 

188.2 188.1 177.7 
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運輸部門における CO2排出量の推移 

47.7 
55.6 

66.4 65.1 63.4 63.5 61.6 

0.2 
0.1 

0.2 0.3 0.3 0.3 
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民生・家庭部門における CO2排出量の推移 
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④④④④民生民生民生民生・・・・業務部門業務部門業務部門業務部門    

ᖹᡂ 20 ᖺᗘࡢෆヂࠊࡣ㟁ຊࡀ

75.0㸣࡛඲యࡢ 4 ศࡢ 3 ḟࠊࡵ༨ࢆ

㸩㒔ᕷ࢞ࢫ࢞ࣥࣃࣟࣉ)ࢫ࡛࢞࠸

Aࠊ(㸸11.4㸣ࢫ 㔜Ἔ㸦5.4㸣㸧࡞࡜

ᖹᡂࠋࡍࡲ࠸࡚ࡗ 2㹼20 ᖺᗘ࡟Ẹ

⏕࣭ᴗົ㒊㛛ࡢࡽ࠿ CO2 ᤼ฟ㔞ࡀ኱

ᖜ࡟ቑຍࡿ࠸࡚ࡋ⫼ᬒࠊࡣ࡟㟁ຊᾘ

㈝㔞ࡢቑຍࠋࡍࡲࡾ࠶ࡀẸ⏕࣭ᴗົ

㒊㛛ࠊࡕ࠺ࡢẸ㛫᪋タࡀ 88.5㸣ࠊᕷ

    ࠋࡍࡲ࠸࡚ࡵ༨ࢆ11.5㸣ࡀ஦ົ஦ᴗࡢ

 

⑤⑤⑤⑤廃棄物処理部門廃棄物処理部門廃棄物処理部門廃棄物処理部門    

ᖹᡂ 20 ᖺᗘࡢෆヂࠊࡣᐙᗞ⣔୍⯡

ᗫᲠ≀ࡢࡽ࠿᤼ฟࡀ 74.9㸣ࠊ஦ᴗ⣔୍

⯡ᗫᲠ≀ࡢࡽ࠿᤼ฟࡀ 25.1㸣ࡗ࡞࡜

CO2ࠋࡍࡲ࠸࡚ ᤼ฟ㔞ࠊࡣᖹᡂ 2 ᖺᗘ

࡜ࡿ࡭ẚ࡜ 136.2㸣(17.6 ༓ t-CO2)ቑ

ຍࠊࡀࡍࡲ࠸࡚ࡋ኱ࡃࡁቑຍࡿ࠸࡚ࡋ

୺࡞せᅉࠊࡣ↝༷ฎ⌮㔞ࡀ 29.2㸣ቑຍ

ࡀ⋠ΰධࢡࢵࢳࢫࣛࣉࠊ࡜࡜ࡇࡓࡋ

11.7㸣ୖࠋࡍ࡛ࡵࡓࡓࡗࡀ 

    

    

(3)本市のCO2排出量の特徴 
ᮏᕷࡿࡅ࠾࡟ CO2 ᤼ฟ㔞ࡢ㒊㛛ู᤼ฟ㔞ࢆ㟼ᒸ┴ࡸ඲ᅜ࡜ẚ㍑ࠊ࡜ࡿࡍẸ⏕࣭ᐙᗞ㒊㛛ࡢ᤼ฟ

ఝ࡚ࡀഴྥ࡜඲ᅜࡣ࡚࠸ࡘ࡟௨እࢀࡑࠊࡀࡍࡲࡾ࠶ࡀᚩ≉࠸㧗ࡾ࡞࠿ࡾࡼ඲ᅜࡸ┴㟼ᒸࡀ࢔࢙ࢩ

ᖹᡂࡿࡅ࠾࡟ᮏᕷࠊࡓࡲࠋࡍࡲࡾ࠿ศࡀ࡜ࡇࡿ࠸ 20 ᖺᗘࡢᖺ㛫୍ேᙜࡾࡓ CO2᤼ฟ㔞ࡣ 5.4t-CO2

㟼ᒸ┴ᖹᆒࠊ࡛ 8.1t-CO2ࡸ඲ᅜᖹᆒ 9.5t-CO2ࡶࡾࡼᑡࠋࡍࡲ࠸࡚ࡗ࡞ࡃ࡞ 

 

0.1%

6.4%

33.3%

43.1%

34.5%

16.9%

23.6%

19.4%

25.8%

16.8%

14.1%

19.0%
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19.3%
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5.0%

2.4%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三島市

静岡県

全国

エネルギー転換 産業 運輸

民生・家庭 民生・業務 工業プロセス

廃棄物処理

 

CO2の部門別排出量の比較（平成 20年度） 
注 1）全国の合計値は「燃料からの漏出」（38 千 t-CO2）を除きます。 

注 2）端数処理の関係上、構成比の合計が 100.0％にならない場合があります。 
    

民生・業務部門における CO2排出量の推移 

 

37.2 45.6 51.1 
66.4 66.8 

85.7 87.1 7.5 
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廃棄物処理部門における CO2排出量の推移 
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第 3 節 温室効果ガス排出量の将来推計と削減目標 
 

1 温室効果ガス排出量の将来推計                                         

(1)将来推計の方法 
ሙྜ㸦⌧≧㊅ໃࡓࡋ⛣᥎࡛࠸࡞ࡌㅮࢆ⟇ᑐ࡟≉ࡲࡲࡢ≦⌧

ࡍ ࠺ ࡏ ࠸

᤼ฟࢫᐊຠᯝ࢞ ࡿࡅ࠾࡟㸧ࢫ࣮ࢣ

㔞࡚࠸ࡘ࡟ண ࠋࡍࡲࡋ ᐊຠᯝ࢞ࢫ᤼ฟ㔞ࠕࠊࡣάື㔞ࠖࠕ�᤼ฟཎ༢఩࡛ࠖ⾲ࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡍ

ࡾ࠶ࡀᚲせࡿࡍ᥎ィࢆ᤼ฟཎ༢఩ࡧάື㔞ཬ࡚࠸࠾࡟㒊㛛ྛࠊࡣ࡟ࡵࡓ࠺⾜ࢆ ᑗ᮶ணࠊࡀࡍࡲ

㐣ࡣࡢࡶ࠸࡞ࡀ᥎ィ್ࡣࡓࡲࠊ᥎ィ್ࡿࡅ࠾࡟࡝࡞⏬఩ィୖࡣ࡚࠸ࡘ࡟άື㔞ࠊࡕ࠺ࡢࡇࠋࡍࡲ

ཤࡢ⤒ᖺኚ໬࡟ᇶ࡙ࡃண ್ࢆタᐃࠊ࠾࡞ࠋࡓࡋࡲࡋ᤼ฟཎ༢఩ࡲࡲࡢࡑࢆ≦⌧ࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟⥔

ᣢ࡜ࡢࡶࡿࡍ᝿ᐃࠊࡋᖹᡂ20ᖺᗘ್࡛ࡢᅛᐃࠋࡓࡋࡲࡋ 

 

部門 活動量の指標と将来推計の考え方 排出原単位 

産業 製造品出荷額 過去の経年変化から推計 出荷額当たり排出量：平成 20 年度
の実績値から横ばいと想定 

運輸 自動車保有台
数 

第 4 次総合計画の世帯数
を用いて、世帯当たり自動
車保有台数から推計 

自動車 1 台当たり排出量：平成 20
年度の実績値から横ばいと想定 

民生・家庭 世帯数 第 4 次総合計画の推計値
を使用 

世帯当たり排出量：平成 20 年度の
実績値から横ばいと想定 

エ ネ ル
ギ ー 起
源 CO2 

民生・業務 第 3 次産業 
就業者数 

過去の経年変化から推計 就業者１人当たり排出量：平成 20
年度の実績値から横ばいと想定 

工業プロセ
ス 

製造品出荷額 過去の経年変化から推計 出荷額当たり排出量：平成 20 年度
の実績値から横ばいと想定 

廃 棄 物 処
理 

ごみ年間排出
量 

平成 21 年度のごみ年間
排出量の横ばいと推計 

ごみ１ｔ当たり排出量：平成 20 年度
の実績値から横ばいと想定 

農業 農用地面積 第 3 次国土利用計画の推
計値を使用 

農用地 1ha 当たり排出量：平成 20
年度の実績値から横ばいと想定 

エ ネ ル
ギ ー 起
源 CO2

以外 

代替フロン類 現状横ばいとして算定 現状横ばいとして算定 

 

(2)現状趨勢ケースの予測結果 
ண ࡢ⤖ᯝࠊ ᐊຠᯝ࢞ࡢࢫ⥲᤼ฟ㔞ࠊࡣᖹᡂ28ᖺᗘ633.7ࡣ༓t-CO2ࠊᖹᡂ33ᖺᗘ621.6ࡣ༓t-CO2

ᖹࠊᖹᡂ28ᖺᗘ࡛18.8㸣ቑࠊࡣቑῶࡢ᤼ฟ㔞⥲ࡓ࡭ẚ࡜ி㒔㆟ᐃ᭩ᇶ‽ᖺᗘࠋࡍ࡛ࡳぢ㎸ࡿ࡞࡜

ᡂ33ᖺᗘ࡛16.5㸣ቑ࡜ண ࠋࡍࡲࢀࡉ    

525.5 
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工業プロセス 廃棄物処理 農業 代替フロン類

 

注 1）平成 2年度、平成 20 年度は現状値、平成 21～33 年度が予測値。 

注 2）京都議定書基準年における温室効果ガス排出量は 533.4 千ｔ-CO2 

温室効果ガス排出量の将来予測（現状趨勢ケース） 
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2 温室効果ガス排出量の削減目標                     
ᅜ㝿ⓗࡸྥື࡞ᅜࡢ┠ᶆࢆ⪃៖ࠊࡘࡘࡋ⎔ቃඛ㐍㒔ᕷࢆ┠ᣦࡍᮏᕷࠊ࡚ࡋ࡜⋡ඛ࡚ࡋᆅ⌫ ᬮ

໬ᑐ⟇ࡅࡔࡿࡁ࡛ࠊࡳ⤌ࡾྲྀ࡟᪩ᛴ࡟ ᐊຠᯝ࢞ࡢࢫேⅭⓗ᤼ฟ㔞࡜⮬↛྾཰㔞ࢆࢫࣥࣛࣂࡢ࡜

 ࠋࡍࡲࡋᣦ┠ࢆ๐ῶࡢ᤼ฟ㔞ࢫᐊຠᯝ࢞ ࡾ࠾࡜ࡢ௨ୗࠊࡵࡓࡿྲྀ

ࠊࡣ࡟ሙྜࡓࢀࡉ♧࡟ࡓ᪂ࡀ࡝࡞⟇ᑐ⟇᪋ࡢࡵࡓࡿࡍ㐩ᡂࢆᶆ┠ࡸ๐ῶ┠ᶆ࡚࠸࠾࡟ᅜࠊࡋࡔࡓ

 ࠋࡍࡲࡋ┤ぢࢆᶆ್┠࡚ࡌᛂ࡟ᚲせࠊࡵࡣᙜ࡚࡟ἣ≦ࡢᮏᕷࢆෆᐜࡢࡽࢀࡑ

 

(1)削減ポテンシャル排出量及び対策実施ケース排出量の検討 
ᮏィ⏬ࡢ┠ᶆᖺᗘࡿࡅ࠾࡟᪋⟇ࡢ๐ῶຠᯝࠊ࡚࠸ࡘ࡟ᖹᡂ33ᖺᗘ㸦୰ᮇ┠ᶆ㸧ࠕࡣ๐ῶ࣏ࣥࢸ

᤼ฟ㔞ࢫ࣮ࢣᑐ⟇ᐇ᪋ࠕ࡜᤼ฟ㔞ࠖࣝࣕࢩ ᤼ฟ㔞ࠖࢫ࣮ࢣᑐ⟇ᐇ᪋ࠕࡣᖹᡂ28ᖺᗘ㸦▷ᮇ┠ᶆ㸧ࠊࠖ

551.0༓t-CO2㸦ᇶ‽ᖺᗘẚ࡛ࡀᖹᡂ28ᖺᗘࡣ᤼ฟ㔞ࢫ࣮ࢣᑐ⟇ᐇ᪋ࠊᯝ⤖ࡢࡑࠋࡓࡋࡲࡋ᥎ィࢆ

-15.0㸣㸧ࠊᖹᡂ33ᖺᗘ485.9ࡀ༓t-CO2㸦ᇶ‽ᖺᗘẚ࡛-25.0㸣㸧࡛ࠊ࡟ࡳ࡞ࡕࠋࡓࡋᖹᡂ33ᖺᗘ࡟

 ࠋࡍࡲࡾ࡞࡜⋠๐ῶࡢᇶ‽ᖺᗘẚ࡛-52.8㸣ࠊࡾ࠶306.0༓t-CO2࡛ࡣ᤼ฟ㔞ࣝࣕࢩࣥࢸ๐ῶ࣏ࡿࡅ࠾

 

温室効果ガスの削減効果の推計ケース 

項目 内容 

削減ポテンシャル排出量 想定される対策を最大限導入した場合の排出量であり、例えば世帯普及

率であれば最大の100％（平成33年度）の設定で計算します。 

対策実施ケース排出量 野心的でかつ実行可能と考えられる排出量であり、例えば世帯普及率

15％（平成28年度）、30％（平成33年度）など現実的な設定で計算します。 
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-135.7 -316.2

-25.0％ -52.8％-15.0％

-82.7

A:現状趨勢ケース B:対策実施ケース排出量 C:削減ポテンシャル排出量
 

温室効果ガスの削減効果の推計結果 

 

(2)長期目標の設定 
㛗ᮇ┠ᶆࠊࡣᑗ᮶ࡁ࡭ࡿ࠶ࡢ♫఍ࡢጼࢆ᝿ᐃ࡚ࡋタᐃࡿࡍᡓ␎ⓗ࡞┠ᶆ࡛ࠋࡍ 

ᖹᡂ19ᖺ2᭶ࡢIPCC➨4ḟሗ࿌᭩ࠊࡤࢀࡼ࡟⎔ቃಖ඲࡜⤒῭Ⓨᒎࢆᆅ⌫ⓗつᶍ࡛୧❧ࡿࡏࡉດຊ

ࢆᡂ㛗῭⤒࠸㧗ࡿࡍ㔜どࢆ࣮ࢠࣝࢿ࢚▼໬ࠊࡾ࡞࡜1.8Υࡣ᪼ୖ Ẽࡢ௒ୡ⣖ᮎࠊࡶሙྜ࡛ࡓࡋࢆ

┠ᣦ࡜ࡍẼ 4.0ࡣ᪼ୖࡢΥࠋࡍࡲࡾ࡞࡟Ẽೃኚືᯟ⤌ࡳ᮲⣙ࡢ✲ᴟⓗ࡞┠ⓗ࡛ࠕࡿ࠶኱Ẽ୰ࡢ 

ᐊຠᯝ࢞⃰ࡢࢫᗘࢆᏳᐃ໬ࢆࠖ࡜ࡇࡿࡏࡉ㐩ᡂࠊࡵࡓࡿࡍ᪥ᮏࡣ㛗ᮇ┠ᶆࠕ࡚ࡋ࡜ୡ⏺඲యࡢ 

ᐊຠᯝ࢞ࢫ᤼ฟ㔞2050ࢆᖺ(ᖹᡂ62ᖺ)࡟࡛ࡲ⌧≧ẚ༙ῶࠖࠊࢆᅜ㝿ⓗ࡟ඹ᭷ࢆ࡜ࡇࡿࡍᥦ᱌࡚ࡋ
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࠿ࡽఱࡀࠎᅜࡢ࡚࡭ࡍࡢ⏺ୡࠊ࡜ࡇࡢࢇࢁࡕࡶࡣཧຍࡢ୺せඛ㐍ᅜࠊࡣ࡟㐩ᡂࡢᮏ┠ᶆࠋࡍࡲ࠸

࡜ࡁ࡭ࡍࢆ⫣㈉ࡢ㏵ୖᅜ௨ୖ࡚ࡋ࡜ඛ㐍ᅜࠊࡶ࡚ࡋ࡜᪥ᮏࠊࡾ࠶୙ྍḞ࡛ࡀ࡜ࡇࡴ⤌ࡾᙧ࡛ྲྀࡢ

2050ᖺ㸦ᖹᡂࠕ࡚࠸࠾࡟ィ⏬㸦ᖹᡂ20ᖺ7᭶㸧ື⾜ࡾࡃపⅣ⣲♫఍࡙ࠊࡣᅜ࡛ࡇࡑࠋࡍࡲࢀࡽ࠼⪄

62ᖺ㸧ࡢ࡛ࡲ㛗ᮇ┠ᶆࠊ࡚ࡋ࡜ ᐊຠᯝ࢞ࢫ᤼ฟ㔞60ࡽ࠿≦⌧࡚࠸ࡘ࡟㹼80㸣ࡢ๐ῶࡇࠖ࠺⾜ࢆ

 ࠋࡍࡲ࠸࡚ࡵồࢆᐇ᪋ࡢࡳ⤌ࡾྲྀࡓࡅྥ࡟ᶆ㐩ᡂ┠ࡋᑐ࡟୺యྛࠊࡋ㛶㆟Ỵᐃࢆ࡜

ᮏᕷࡢ㛗ᮇ┠ᶆࠊࡣᅜࡢ㛗ᮇ┠ᶆ࡚ࡏࢃྜ࡟ᖹᡂ62ᖺᗘ㸦2050ᖺᗘ㸧࡟タᐃࠊࡋ௨ୗࡢ๐ῶ⋡

 ࠋࡍࡲࡋᣦ┠ࢆ
 

長期目標 
平成62年度に温室効果ガス排出量を基準年度（平成20年度）比で84％削減、

京都議定書基準年度（平成2年度）比で80.6％削減する。 

 

(3)短期目標及び中期目標の設定 
▷ᮇ┠ᶆཬࡧ୰ᮇ┠ᶆࡢタᐃࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟㛗ᮇ┠ᶆ㐩ᡂࡢ࡚ࡅྥ࡟㏻㐣Ⅼ࡚ࡋ࡜タᐃࠋࡍࡲࡋ 

ලయⓗࡣ࡟ᖹᡂ62ᖺᗘࡢ㛗ᮇ┠ᶆࠊࡽ࠿⌧≧ᖺᗘࠕࠊࡾࡼ࡟ **ࢺࢫࣕ࢟ࢡࢵࣂࡢ࡬ࢱ࣮ࢹ▷ᮇ┠

ᶆࣞ࣋ࣝ ୰ᮇ┠ᶆࣞ࣋ࣝࠕࠖ 㸦ࠖ▷ᮇ┠ᶆ࡜୰ᮇ┠ᶆࡢ┠Ᏻ㸧ࢆタᐃࡓࡋᚋࠕࠊᑐ⟇ᐇ᪋ࢫ࣮ࢣ᤼ฟ

㔞ࠖࡢࡑࠋࡍࡲࡆୖࡳ✚ࢆᚋࠕࠊ▷ᮇ┠ᶆࣞ࣋ࣝ ᤼ฟ㔞ࠖࢫ࣮ࢣᑐ⟇ᐇ᪋ࠕ࡜୰ᮇ┠ᶆࣞ࣋ࣝࠖࠕࠖ

 ࠋࡓࡋࡲࡋタᐃࢆ୰ᮇ┠ᶆࡧᮇ┠ᶆཬ▷ࠊࡽࡀ࡞࠼ࡲ㋃ࢆ୧᪉ࡢ

 ࠋࡍࡲࡆᥖࢆ⋠๐ῶࡢ௨ୗࠊ࡚ࡋ࡜୰ᮇ┠ᶆࡧᮇ┠ᶆཬ▷ࠊᯝ⤖ࡢࡑ
 

短期目標 
平成28年度に温室効果ガス排出量を基準年度（平成20年度）比で15％削減、

京都議定書基準年度（平成2年度）比で3.3％増加に抑える。 

中期目標 
平成33年度に温室効果ガス排出量を基準年度（平成20年度）比で25％削減、

京都議定書基準年度（平成2年度）比で8.9％削減する。 
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y = -12.964x + 894.54

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

H2 7 12 17 22 27 32 37 42 47 52 57 62

（千t-CO2）
現状値

現状趨勢ケース

長期目標

線形 (長期目標)

中期目標レベル

バックキャストバックキャストバックキャストバックキャスト

短期目標レベル

平成62年度から現状年度（平成20年度）へのバックキャスト 

 

バックキャストで求めた目標レベル（単位：千t-CO2） 

年度 平成20年度 

現状・基準年度 

平成28年度 

短期目標レベル 

平成33年度 

中期目標レベル 

平成62年度 

長期目標 

設定値 648.2 ― ― 103.7 

バックキャストで 

求めた値 

― 544.5 479.7 ― 

 

*  ி㒔㆟ᐃ᭩ᇶ‽ᖺᗘ㸦ᖹᡂ2ᖺᗘ㸧ẚ࡛80㸣๐ῶࡢሙྜࠊᇶ‽ᖺᗘ㸦ᖹᡂ20ᖺᗘ㸧ẚ࡛83.5ࡣ㸣๐ῶࡲࡾ࡞࡟

 ࠋࡍࡲࡾ࡞࡜80.6㸣๐ῶࡣ࡟ᐇ㝿ࠊࡵࡓࡓࡋ࡜84㸣๐ῶ࡚ࡋ࡜タᐃ┠ᶆࠊࡀࡍ

┠࡟ᇶࢆศᯒ≦⌧ࠊ࡚ࡋᑐ࡟ࢀࡇࠋ᪉ἲ࠺⾜ࢆᶆタᐃ┠࡞ᡓ␎ⓗࠊࡋ៖⪄ࢆ᪉ࡾᅾࡢ㸸ᑗ᮶ࢺࢫࣕ࢟ࢡࢵࣂ **

ᶆࡢタᐃࠋࡍࡲ࠸࠸࡜ࠖࢺࢫࣕ࢟࢔࢛ࣇࠕࢆ࡜ࡇ࠺⾜ࢆ 
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533.4 

648.2 633.7 621.6 
551.0 

485.9 

103.7 551.0 485.9 

544.5 
479.7 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

H2

(1990)

20

(2008)

28

(2016)

33

(2021)

62年度

(2050)

（千ｔ-CO2）

現状値・現状趨勢ケース 目標値

対策実施ケース排出量 バックキャストで求めた値

25％削減

京都議定書

基準年度

現状年度

基準年度

短期目標 中期目標 長期目標

84％削減

削減量 削減量
15％削減

平成20年度レベル

 

目標の設定 
 

目標の設定（単位は千t-CO2） 

温室効果ガス排出量 
平成2年度 

（基準年度） 

平成20年度 

（現状年度） 

平成28年度 

（短期目標） 

平成33年度 

（中期目標） 

平成62年度 

（長期目標）

現状値 533.4 648.2    

現状趨勢ケース   633.7 621.6  

★京都議定書基準年度比
（平成2年度） 

0.0％ +21.5％ +18.8％ +16.5％  

 
 

現
状 

★基準年度比 
（平成20年度） 

  -2.2％ -4.1％  

短期目標・中期目標   551.0 485.9 103.7 

★京都議定書基準年度比 
（平成2年度） 

  +3.3％ -8.9％ -80.6％ 

★基準年度比 
（平成20年度） 

  -15％ -25％ -84％ 

現状趨勢ｹｰｽからの削減量   82.7 135.7  

対策実施ケース排出量   551.0 485.9  

 
 

 

目
標 

ﾊﾞｯｸｷｬｽﾄで求めた値   544.5 479.7  
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(4)部門別の目標 

㒊㛛ูࡢ┠ᶆࢆ௨ୗ࡟࠺ࡼࡢタᐃࠋࡍࡲࡋ 

 

214.7 203.7 172.9 152.0 153.7 124.8 

93.0 103.2 
104.9 

96.3 104.4 
85.7 

91.9 
157.5 167.2 

135.9 
171.4 

117.2 

75.9 

116.1 123.2 

105.3 
127.6 

97.8 

2.9 2.6 2.2 2.2 2.0 

2.0 

21.0 
37.7 36.7 

32.7 36.7 

32.7 

26.1 
13.1 12.3 

12.3 11.6 

11.6 

7.9 
14.3 14.3 

14.3 14.3 

14.3 

0

100

200

300

400

500

600

700

H2

(1990)

20

(2008)

28

(2016)

28

(2016)

33

(2021)

33年度

(2021)

（千ｔ-CO2）

産業 運輸 民生・家庭 民生・業務

工業プロセス 廃棄物処理 農業 代替フロン類

現状趨勢 短期目標 現状趨勢京都議定書 現状年度 中期目標

 

部門別排出量の目標 

 

部門別排出量の目標（単位は千t-CO2） 

平成2年度 

（基準年度）

平成20年度 

（現状年度） 

平成 28 年度 

（短期目標） 

平成 33 年度 

（中期目標） 
温室効果

ガス 

年度 
 
部門 現状 現状 現状趨勢 目標 現状趨勢 目標 

産業 
214.7 203.7 172.9 152.0 

(-20.9) 
153.7 124.8 

(-28.9) 

運輸 
93.0 103.2 104.9 96.3 

(-8.6) 
104.4 85.7 

(-18.7) 

民生・家庭 
91.9 157.5 167.2 135.9 

(-31.3) 
171.4 117.2 

(-54.2) 

エネルギー
起源 CO2 

民生・業務 
75.9 116.1 123.2 105.3 

(-17.9) 
127.6 97.8 

(-29.8) 

工業プロセス 
2.9 2.6 2.2 2.2 

(0.0) 
2.0 2.0 

(0.0) 

廃棄物処理 
21.0 37.7 36.7 32.7 

(-4.0) 
36.7 32.7 

(-4.0) 

農業 
26.1 13.1 12.3 12.3 

(0.0) 
11.6 11.6 

(0.0) 

エネルギー
起源 CO2

以外 

代替フロン類 
7.9 14.3 14.3 14.3 

(0.0) 
14.3 14.3 

(0.0)  

市計 
533.4 648.2 633.7 551.0 

(-82.7) 
621.6 485.9 

(-135.7) 

注1）平成2年度の市計は平成7年度の代替フロン類を計上。 

注2）目標の（ ）は現状趨勢ケースからの削減量（千t-CO2）。 

注3）端数処理の関係上、各項目の和が合計値と合わない場合があります。 
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排出削減量の積み上げ試算結果 

排出削減量（ｔ-CO2) 

部門 項目 
平成 33 年度
削減ポテン
シャル量 

平成28年度 
対策実施
ケース 
削減量 

平成 33 年度
対策実施 
ケース 
削減量 

太陽光発電の導入 135 5 9 

ESCO 事業による省エネルギー技術の導入 17,378 4,495 8,190 産業 

電気事業者の取り組みによる CO2排出係数の改善 32,349 16,379 20,703 

太陽光発電の導入 953 37 72 

ESCO 事業による省エネルギー技術の導入 16,989 2,776 5,556 

市有施設での燃料等使用量の削減 3,359 672 1,344 

BEMS・HEMS などの導入 14,036 2,710 5,614 

民生業務 

電気事業者の取り組みによる CO2排出係数の改善 26,863 11,669 17,193 

太陽光発電の導入 41,968 3,801 7,974 

太陽熱温水器の導入 11,069 1,091 2,103 

トップランナー機器の導入 14,155 2,761 5,521 

建物の次世代省エネルギー基準の適合 8,402 828 1,886 

高効率給湯器の導入 17,660 841 2,701 

BEMS・HEMS などの導入 7,991 3,304 5,114 

省エネルギー行動の実践 7,404 2,852 5,847 

民生家庭 

電気事業者の取り組みによる CO2排出係数の改善 36,082 15,837 23,093 

軽油のバイオディーゼル燃料への切り替え 189 1 1 

低公害車（クリーンエネルギー自動車）の導入 29,230 2,768 6,990 

低公害車（トップランナー自動車）の導入 7,758 2,968 5,870 
運輸 

エコドライブの実践・公用車の燃料使用率の削減 8,109 2,850 5,844 

廃プラスチック類の焼却量の削減 12,595 3,149 3,149 
廃棄物 

焼却処理施設の長寿命化改修 889 889 889 

合計合計合計合計（（（（tttt----COCOCOCO2222))))    315315315315,,,,564.8564.8564.8564.8    82,682,682,682,684.384.384.384.3    111135,635,635,635,660.160.160.160.1    

合計合計合計合計（（（（千千千千 tttt----COCOCOCO2222))))    333315.615.615.615.6    82.782.782.782.7    135.135.135.135.7777    

注）端数処理の関係上、各項目の和が合計値と合わない場合があります。 
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第 4 節 地球温暖化対策における主要施策 
 

1 再生可能エネルギーの利用促進 
� 地球温暖化対策の推進に関する法律第 20 条の 3 第 3 項 1 号に関する取り組み 

    
(1)産業部門の施策 
◆஦ᴗᡤࡿࡅ࠾࡟ኴ㝧ගⓎ㟁࣭ኴ㝧⇕฼⏝ࡢ࡬࡝࡞࣒ࢸࢫࢩ⿵ຓࠊ࡟ࡶ࡜࡜࠺⾜ࢆኳ↛࣮࢞ࢥࢫ

 ࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆウ᳨ࡢᑟධዡບ࣭ᨭ᥼ࡢᩱ㟁ụ⇞ࡸࣥࣙࢩ࣮ࣞࢿ࢙ࢪ

◆⪔సᨺᲠᆅࡸ㐟ఇ㎰ᆅࡢ࡬࡝࡞ኴ㝧ගⓎ㟁࣒ࢸࢫࢩᑟධ᳨ࡢウࢆ㐍ࠋࡍࡲࡵ    
    
(2)運輸部門の施策 
◆ᕷႠ㥔㍯ሙ࡟ኴ㝧ගࢆࣝࢿࣃタᐃ࡚ࡋ㟁ືࢺࢫࢩ࢔⮬㌿㌴ࡢ඘㟁࡟౑⏝࣮࣮ࣛࢯࠕࡿࡍ㥔㍯ሙࠖ

 ࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆ࡝࡞ഛᩚࡢ

◆ᗫ㣗⏝Ἔࡢᅇ཰ࡸᗫ㣗⏝Ἔࡾࡼ࡟⢭〇ࣝࢮ࣮࢕ࢹ࢜࢖ࣂࡓࡋ⇞ᩱࡢබ⏝㌴ࡢ࡬ά⏝ࢆᅗࠋࡍࡲࡾ 

 

(3)民生家庭・業務部門の施策 
◆ᐙᗞࡸ஦ᴗᡤࡿࡅ࠾࡟ኴ㝧ගⓎ㟁࣭ኴ㝧⇕฼⏝ࡢ࡬࡝࡞࣒ࢸࢫࢩ⿵ຓࠊ࡟ࡶ࡜࡜࠺⾜ࢆኳ↛࢞

    ࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆウ᳨ࡢᑟධዡບ࣭ᨭ᥼ࡢᩱ㟁ụ⇞ࡸࣥࣙࢩ࣮ࣞࢿ࢙ࢪ࣮ࢥࢫ
◆Ꮫᰯ᪋タࡓࡋ࡜ࡵࡌࡣࢆᕷ᭷᪋タࠊᕷႠ㥔㌴ሙࡸබ⾗ࡢ࡬࡝࡞ࣞ࢖ࢺኴ㝧ගⓎ㟁࣭ኴ㝧⇕฼⏝

    ࠋࡍࡲࡵ㐍ࢆᑟධࡢ࡝࡞㢼ຊⓎ㟁࣭࣒ࢸࢫࢩ
◆㐨㊰ࡸṌ㐨ࠊබᅬࡢ⾤ⅉ࣭ㄏᑟⅉ࣭⾲♧ⅉ࣮࣮ࣛࢯ࡟LED ᆺࢻࢵࣜࣈ࢖ࣁࡸ᫂↷ LED ࡝࡞᫂↷

 ࠋࡍࡲࡋᑟධࢆ

ࡢࢫ࣐࢜࢖ࣂࠊ࡝࡞ᑟධ᳨ウࡢࢫ࣐࢜࢖ࣂᮌ㉁ࡢ࡬࣮ࣛ࢖࣎ࡢබඹ᪋タࠊࢺࣥࣛࣉࢫ࢞࢜࢖ࣂ◆

฼ά⏝ࡢㄪᰝ࣭◊✲ࢆ㐍ࠋࡍࡲࡵ 

    
(4)全部門共通の施策 
◆෌⏕ྍ⬟࢚࣮ࢠࣝࢿ඲⯡࡟㛵ࡿࡍㄪᰝࡸ᝟ሗᥦ౪࣭ᬑཬၨⓎࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆ    

 

対策実施ケース排出量の積み上げ 

指標 部門 対象 現状 H28  H33  
産業 事業所（30 人以上） 4％ 7％ 10％ 

事業所（30 人以上） 4％ 7％ 10％ 業務 
 市の施設 3％ 5％ 10％ 

家庭 戸建住宅 6％ 9％ 19％ 

太陽光発電の導入率 

 集合住宅 0％ 10％ 19％ 
太陽熱温水器の導入率 家庭 戸建住宅 10％ 10％ 19％ 
軽油のバイオディーゼ
ル燃料への切り替え率 

運輸 ごみ収集車 8％ 8％ 8％ 
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2 省エネルギー型の活動への転換 
� 地球温暖化対策の推進に関する法律第 20 条の 3 第 3 項 2 号に関する取り組み 

    

(1)産業部門の施策 
ࡸࣅࢼࢿ࢚┬◆ HEMS㸦࣮࣒࢚࣒࣍ࢸࢫࢩ⌮⟶࣮ࢠࣝࢿ㸧࣭ BEMS㸦࣒ࢸࢫࢩ⌮⟶࣮ࢠࣝࢿ࢚ࣝࣅ㸧

ࡢデ᩿࣭┦ㄯ࣮ࢠࣝࢿ࢚┬ࡿࡼ࡟࡝࡞ᬮ໬᥎㐍ဨ ࣉࢵࢺࢫࠊᐇ᪋ࡢࢺࢫࢸࣥࢥ⠇㟁ࠊᑟධࡢ

ᐇ᪋ࠕࡢ࣮ࢠࣝࢿ࢚ࠊࡾࡼ࡟࡝࡞ぢࡿ࠼໬ࠖࢆ᥎㐍ࠋࡍࡲࡋ    
㟼ᒸ┴ᘓ⠏≀⎔ቃ㓄៖ไᗘ㸦CASBEEࠊฟไᗘࡅᒆࡃᇶ࡙࡟ἲࢿ࢚┬◆ 㟼ᒸ㸧ࠊESCO ஦ᴗࠊ୰ᑠᕤ

ሙ࣮ࢠࣝࢿ࢚┬ࡢᨵಟᨭ᥼ࠊྛ࡝࡞ ✀ไᗘࡢᬑཬၨⓎࠊ࠸⾜ࢆᘓ≀඲యࡢ⥲ྜⓗ࣮ࢠࣝࢿ࢚┬࡞

໬ಁࢆ㐍ࠋࡍࡲࡋ 

    
(2)運輸部門の施策 
◆බ⏝㌴ࡣ࡟పබᐖ㌴㸦㟁Ẽ⮬ື㌴ࢻࢵࣜࣈ࢖ࣁࣥ࢖ࢢࣛࣉࠊ⮬ື㌴ࠊ⇞ᩱ㟁ụ㌴ࢹ࣮ࣥࣜࢡࠊ

పࡿࡍᑐ࡟⪅ᕷẸ࣭஦ᴗࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡵ㐍ࢆᑟධࡢㄆᐃ㌴㸧ࢫప⇞㈝࣭ప᤼ฟ࢞ࠊ㌴ࣝࢮ࣮࢕

බᐖ㌴ࡢᬑཬၨⓎࡸ㉎ධ⿵ຓ᳨ࡢウࠊᛴ㏿඘㟁ࡢࣥࣙࢩ࣮ࢸࢫタ⨨ᨭ᥼ࠊࡾࡼ࡟࡝࡞పබᐖ㌴

 ࠋࡍࡲࡋ㐍ಁࢆ࠼᭰࠸㈙ࡸᑟධࡢ

◆ ᐊຠᯝ࢞ࡢࢫ๐ῶࢆᅗࣈ࢖ࣛࢻࢥ࢚ࠊࡵࡓࡿㅮ⩦఍࣮ࢹ࣭ࢥ࢚࣭ࢥ࢚ࡸ㸦⮬ື㌴࣭࡟ࢡ࢖ࣂ

    ࠋࡍࡲࡋ๐ῶࢆ⏝฼ࡢ㌴ື⮬ࠊࡾࡼ࡟ᐇ᪋ࡢ⢔㸧⮬ࡢ㏻໅ࡿࡼ

◆ᚐṌ᭱ࢆື⛣ࡿࡼ࡟ඃඛࡿࡍ࡜ᇶᮏ⌮ᛕࡢ࣮࢔ࢶࢥ࢚ࢽ࣑ࡸࢺ࣮ࣝࢢ࣮࢛ࣥ࢟࢘ࠊ࣮ࣝࣆ࢔ࡢ

タᐃࣝࢡ࢖ࢧࣜࠊ⮬㌿㌴ࠊ࠸⾜ࢆ࡝࡞ࣝࢡ࢖ࢧࢱࣥࣞࡢ࡝࡞ᚐṌࡸ⮬㌿㌴ࡢ฼⏝࠸ࡍࡸࡋ⎔ቃ

ᩚഛࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆ 

    

(3)民生家庭・業務部門の施策 
ࡸࣅࢼࢿ࢚┬◆ HEMS㸦࣮࣒࢚࣒࣍ࢸࢫࢩ⌮⟶࣮ࢠࣝࢿ㸧࣭ BEMS㸦࣒ࢸࢫࢩ⌮⟶࣮ࢠࣝࢿ࢚ࣝࣅ㸧

ࡢデ᩿࣭┦ㄯ࣮ࢠࣝࢿ࢚┬ࡿࡼ࡟࡝࡞ᬮ໬᥎㐍ဨ ࣉࢵࢺࢫࠊᐇ᪋ࡢࢺࢫࢸࣥࢥ⠇㟁ࠊᑟධࡢ

ᐇ᪋ࠕࡢ࣮ࢠࣝࢿ࢚ࠊࡾࡼ࡟࡝࡞ぢࡿ࠼໬ࠖࢆ᥎㐍ࠋࡍࡲࡋ    
◆㧗ຠ⋡⤥↷⋠ຠ㧗ࠊ᪋ᐇࡢຓ⿵ࡢ࡬㸧࡝࡞ჾ‮⤥཰ᅇ⇕₯ࠊჾ‮⤥ࣉ࣏ࣥࢺ࣮ࣄ㸦ჾ‮ 㸦᫂LEDࠊ

H㹤↷᫂࡝࡞㸧࣮ࢠࣝࢿ࢚┬ࡢ࣮ࢼࣥࣛࣉࢵࢺࡸᶵჾࡢ࡝࡞ᬑཬၨⓎ࣮ࢠࣝࢿ࢚┬ࠊ࠸⾜ࢆᆺࡢ

タഛࢆᬑཬಁ㐍ࠋࡍࡲࡋ 

◆㧗Ẽᐦ࣭㧗᩿⇕࡞ḟୡ௦┬࢚࣮ࢠࣝࢿᇶ‽ࡍࡓ‶ࢆᘓ≀ࡢᬑཬၨⓎࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆ    

㟼ᒸ┴ᘓ⠏≀⎔ቃ㓄៖ไᗘ㸦CASBEEࠊฟไᗘࡅᒆࡃᇶ࡙࡟ἲࢿ࢚┬◆ 㟼ᒸ㸧ࠊESCO ஦ᴗࠊ୰ᑠᕤ

ሙ࣮ࢠࣝࢿ࢚┬ࡢᨵಟᨭ᥼ࠊྛ࡝࡞ ✀ไᗘࡢᬑཬၨⓎࠊ࠸⾜ࢆᘓ≀඲యࡢ⥲ྜⓗ࣮ࢠࣝࢿ࢚┬࡞

໬ಁࢆ㐍ࠋࡍࡲࡋ 

◆ᆅ୰⇕฼⏝ࢆ࣒ࢸࢫࢩබඹ᪋タ࡛⋡ඛ࡚ࡋᑟධࠊࡋᐙᗞࡸ஦ᴗᡤࡶ࡟ᬑཬಁࢆ㐍ࠋࡍࡲࡋ 

    ࠋࡍࡲࡾᅗࢆ໬⌮ྜࡢ⏝౑ࡢ࣮ࢠࣝࢿ࢚ࡿࡅ࠾࡟ᕷ᭷᪋タࠊ࡚ࡋ࡜⪅ᐃ஦ᴗ≉ࡢἲࢿ࢚┬◆

◆ᐙᗞྥ࣮ࢼࢺ࣮ࣃࢥ࢚ࡢࡅไᗘࡢ᥎㐍ࠊᨭ᥼ࡸධᮐ᫬ࡢඃ㐝ᥐ⨨ࡿࡼ࡟஦ᴗ⪅ࡢ⎔ቃ࣐࣓ࢪࢿ

    ࠋࡍࡲࡋ㊶ᐇ࡟ⓗྜ⥲ࢆ࣮ࢠࣝࢿ࢚┬ࠊࡾࡼ࡟ᚓಁ㐍ྲྀ࣒ࢸࢫࢩࢺࣥ

    

(4)全部門共通の施策 
◆పⅣ⣲໬ࢆ㐍ࡢࡵࡓࡿࡵ᝟ሗᥦ౪ࡸ┦ㄯ❆ཱྀ࡙ࡢ࣮ࣥ࣌ࣥࣕ࢟ࠊࡾࡃᐇ᪋ࠊᕷ᭷᪋タࢿ࢚┬ࡢ

    ࠋࡍࡲࡾࡃࡘࢆࡳࡃࡋࡿࡁぢᏛ࡛࡟⏤⮬ࢆ࡝࡞タഛ࣮ࢠࣝ
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対策実施ケース排出量の積み上げ 

指標 部門 対象 現状 H28  H33  
BEMS・HEMS などの導入率 家庭 全世帯 ― 40％ 80％ 
 業務 事業所（30 人以上） ― 20％ 40％ 
高効率給湯器の導入率 家庭 ヒートポンプ給湯器 21％ 25％ 30％ 
  潜熱回収型給湯器 21％ 25％ 43％ 
トップランナー機器の
導入率 

家庭 全世帯 ― 20％ 39％ 

家庭 新築戸建住宅 ― 50％ 100％ 建物の次世代省エネル
ギー基準の適合率  既築戸建住宅 ― 11％ 21％ 
ESCO 事業の導入率 産業 事業所（30 人以上） 13％ 33％ 54％ 
 業務 事業所（30 人以上） 5％ 21％ 36％ 
市有施設での燃料等使
用量の削減率(平成 20
年度を基準) 

業務 市有施設 ― 5％ 10％ 

低公害車の導入率 運輸 クリーンエネルギー自動車 2％ 5％ 9％ 
  トップランナー自動車 25％ 42％ 59％ 
公用車の燃料等使用量
の削減率(平成 20 年度
を基準) 

運輸 公用車 ― 5％ 10％ 

エコドライブの実践率 運輸 全世帯 54％ 70％ 85％ 
省エネルギー行動の実
践率（平均） 

家庭 全世帯 72％ 83％ 94％ 

    

    
 

3 低炭素都市の形成 
� 地球温暖化対策の推進に関する法律第 20 条の 3 第 3 項 3 号に関する取り組み 

    
(1)低炭素な交通に関する施策 
◆ᅜ㐨ࡸ┴㐨ᩚࡢഛಁ㐍ཬࡧᕷ㐨ᩚࡢഛ࠸࠶⊂ࠊ࠿࡯ࡢ㐨㊰ࡢゎᾘࠊࡾࡼ࡟࡝࡞෇⁥࡛Ᏻ඲࡞㐨

㊰ࡸṌ㐨ᩚࡢഛࢆ᥎㐍ࠋࡍࡲࡋ 

◆஺㏻஦ᴗ⪅ࡢ࡬ാࡸࡅ࠿ࡁ஺㏻㟂せ⟶⌮᪋⟇ࠊ⛣ື෇⁥໬࣮ࣜࣇ࢔ࣜࣂࡢࡵࡓࡢ໬ࡢ᥎㐍ࠊ࡝࡞

බඹ஺㏻ᶵ㛵ࡢ෇⁥໬࣭฼౽ᛶྥୖࢆᅗࠋࡍࡲࡾ    
Ⓨࢆ㕲㐨㥐ࠊᑟධᨭ᥼ࡢࢫࣂࣉࢵࢸࢫࣥࣀ㉸పᗋࠊᣢ⥔ࡢ⥺㊰ࢫࣂࡸ⾜㐠ࡢࢫࣂ࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥ◆

 ࠋࡍࡲࡵດ࡟඘ᐇࡢ⬟ᶵࢫࣂࠊࡾࡼ࡟࡝࡞඘ᐇࡢ⥺㊰ࢫࣂࡿࡍ╔

 

(2)森林吸収源の保全・管理と熱環境の改善に関する施策 
◆೺඲࡞᳃ᯘࡢಖ඲࡜⫱ᡂࢆ㐍ࠊࡵࡓࡿࡵ㛫ఆࡸᯘ㐨ᩚࡢഛࢆ㐍ࠋࡍࡲࡵ 

◆᳃ᯘᡤ᭷⪅ࡢ᳃ᯘ࡟ᑐࡿࡍ▱㆑ࢆࣉࢵ࢔ࡢᅗࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿ᳃ᯘ࣎ࣛࣥࡢ࢔࢕ࢸ⫱ᡂཬࡧᣑ኱ࢆ

ᅗࠋࡍࡲࡾ 

◆㛫ఆᮦࡢ฼⏝ಁ㐍ࢆᅗࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿබඹ᪋タࡢᘓタ᫬࡟┴ෆ⏘ᮌᮦࡢ฼⏝ಁࢆ㐍ࠋࡍࡲࡋ 

Ꮫᰯᰯᗞࠊ⏝άࡢࣥࢹ࣮࢞࢕ࢸࢽ࣑ࣗࢥࠊࣥࢸ࣮࢝ࡢ⥳ࠊᒇୖ⥳໬࣭ቨ㠃⥳໬ࡸࡾࡃᇉ࡙ࡅ⏕◆

 ࠋࡍࡲࡋ⌮⟶㐺ṇࢆ࡝࡞ⰼቭࡢᆅᇦࡸ㊰ᶞ⾤ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ᥎㐍ࢆ࡝࡞Ⱚ⏕໬ࡢ

◆‪Ỉࡸ⥳ᆅࡢࢺࢵ࣏ࢫ࣮ࣝࢡࡢ࡝࡞ㄪᰝࡸㄆᐃࡢࣉࢵ࣐ࠊసᡂࢺࣥ࣋࢖ࠊᐇ᪋ࢫ࣮ࣝࢡࠊ࡝࡞

 ࠋࡍࡲࡵ㐍ࢆࡳ⤌ࡾྲྀࡓࡋ⏝άࢆࢺࢵ࣏
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4 廃棄物の発生抑制と循環型社会の形成 
� 地球温暖化対策の推進に関する法律第 20 条の 3 第 3 項 4 号に関する取り組み 

    

(1)廃棄物の減量・資源化に関する施策 
◆୍⯡ᗫᲠ≀ฎ⌮ᇶᮏィ⏬࡟ἢ࡚ࡗィ⏬ⓗࡢࡳࡈ࡞ῶ㔞໬࣭㈨※໬ࢆ᥎㐍ࠋࡍࡲࡋ 

ῶ㔞࣭ሁ⫧໬ࡳࡈ⏕ࠊ࠿࡯ࡢ㉎ධ⿵ຓࡢฎ⌮ᶵࡳࡈ⏕ࡧൾ㈚୚ཬ↓ࡢᐜჾࡋ࠿ࡰ࣭ࢺࢫ࣏ࣥࢥ◆

 ࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆ✲◊ㄪᰝ࣭ࡢ࣒ࢸࢫࢩ

◆๧ᐃᯞࣉࢵࢳࡢ໬ࡿࡼ࡟฼⏝ಁࡢ㐍ࢆᅗࠋࡍࡲࡾ 

◆㈙≀⿄ᣢཧ㐠ືࡢ᥎㐍ࢪࣞࡸ⿄౑⏝㔞๐ῶ༠ຊᗑㄆᐃไᗘࡢၨⓎࠊࡾࡼ࡟࡝࡞ᬑẁࡽ࠿㈙≀⿄

 ࠋࡍࡲࡋᡂ⫱ࢆ⪅㈝ᾘ࠸ࡋࡉࡸ࡟ቃ⎔࡝࡞ࡿࡍᣢཧࢆ

◆ᗫࢡࢵࢳࢫࣛࣉ㢮ࡢศูရ┠ࡢᣑ኱ྂࢫࢡࢵ࣑ࡸ⣬࣭ᮌ〇ᐙලࡢ࡝࡞㈨※໬ࠊᦠᖏ㟁ヰࡢᅇ཰࣭

 ࠋࡍࡲࡋ᥎㐍ࢆ⏝᭷ຠ฼ࡢ※㈨ࠊࡋ᥎㐍ࢆ࡝࡞ࣝࢡ࢖ࢧࣜ

ࡼ࡟࡝࡞⏝〇స࣭άࡢ㌿㌴⮬ࣝࢡ࢖ࢧࣜࠊ⏝άࡢࢡࣥࣂ⏝୙⏝ရάࡸ㛤ദࡢࢺࢵࢣ࣮࣐࣮ࣜࣇ◆

 ࠋࡍࡲࡋ᥎㐍ࢆ⏝෌฼ࡢά⏝ရ⏕ࡿ࠼౑ࡔࡲࠊࡾ

◆㈨※ࡳࡈᅇ཰ᅋయࡢ࡬ሗዡ㔠ࡢ஺௜ࠊ࠸⾜ࢆ㈨※ࡢࡳࡈᅇ཰ಁࢆ㐍ࠋࡍࡲࡋ 

◆⎔ቃ⨾໬᥎㐍ဨࡢ࡜༠ຊ࣏ࠊ 㛵㐃ࣝࢡ࢖ࢧࣜࡿࡼ࡟࡝࡞ࢺࣥ࣋࢖ࡸᗈሗ⣬ࠊເ㞟ࡢ㺃ᶆㄒ࣮ࢱࢫ

ἲࡢ࿘▱ࡢࡳࡈࠊࡾࡼ࡟࡝࡞㈨※໬࣭෌฼⏝࡚࠸ࡘ࡟ᕷẸࡢ⌮ゎ࡜༠ຊࢆồࠋࡍࡲࡵ 

 ࠋࡍࡲࡋㄪᰝ᳨࣭ウ࡚࠸ࡘ࡟᭷ᩱ໬ࡢ⌮ฎࡳࡈ◆

◆≉ᐃᘓタ㈨ᮦ㸦ࠊࢺ࣮ࣜࢡࣥࢥ࣭ࢺࣝ࢓ࣇࢫ࢔ࠊࢺ࣮ࣜࢡࣥࢥᮌᮦ㸧ࠊ࡚࠸ࡘ࡟ศูゎయཬࡧ

෌㈨※໬ಁࢆ࡝࡞㐍ࠊࡵࡓࡿࡍᘓタࣜࣝࢡ࢖ࢧἲ࡟ᇶ࡙ࡃᣦᑟࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆ 

 

 

(2)廃棄物の適正処理に関する施策 
 ࠋࡍࡲࡋ⌮⟶࡟㐺ṇࢆฎศሙ⤊᭱ࡳࡈ◆

 ࠋࡍࡲࡵດ࡟ᘏ࿨໬ࠊࡵ㐍ࢆ⏝㈨※໬άࡢ⅊༷↝ࡳࡈ◆

◆↝༷ฎ⌮᪋タࡢ㛗ᑑ࿨໬ࡢࡵࡓࡢᨵಟࠋࡍࡲ࠸⾜ࢆ 

 

対策実施ケース排出量の積み上げ 

指標 部門 対象 現状 H28  H33  
廃プラスチック類の焼
却量の削減率(平成 20
年度を基準) 

廃棄物 廃プラスチック類 ― 25％ 25％ 

焼却処理施設の CO2 削
減率(平成 20 年度を基
準) 

廃棄物 長寿命化改修 ― 3％ 3％ 

 


